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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、弱い動き

となっている。需要面では、住宅投資は、減少している。公共投資は、高水準ながら弱めの

動きとなっている。個人消費は、緩やかに持ち直している。設備投資は、持ち直しの動きが

みられる。輸出は、持ち直している。観光は、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数、

負債総額ともに前年を上回った。消費者物価は、１８か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．２ポイン

ト下回る４９．５と２か月ぶりに低下した。横ば

いを示す５０を２か月ぶりに下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を５．２ポイント下回る４４．４となった。

１２月の鉱工業生産指数は８２．１（季節調整済

指数、前月比▲１．３％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲５．７％と８か

月連続で低下した。

業種別では、一般機械工業など７業種が前

月比上昇となった。鉄鋼業、窯業・土石製品

工業など８業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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３．百貨店等販売額～１０か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～４か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～４か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

１２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋４．９％）は、１０か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋９．１％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋３．９％）

は、飲食料品、身の回り品、その他が前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋６．２％）

は、１４か月連続で前年を上回った。

１２月の乗用車新車登録台数は、１０，０４６台

（前年比＋３．５％）と４か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋４．３％）、

小型車（同▲１１．９％）、軽乗用車（同＋１６．５％）

となった。

４～１２月累計では、１０４，８３８台（前年比

＋２．８％）と前年を上回った。内訳は普通車

（同＋３．４％）、小型車（同＋２．９％）、軽乗用

車（同＋２．０％）となった。

１２月の生乳生産量は、３４９，５３３トン（前年

比▲４．５％）と４か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲３．８％）、乳製

品向け（同▲５．４％）、その他（同＋７．９％）、

道外への移出（同＋０．７％）となった。

４～１２月累計では、３，２３１，０４３トン（前年

比▲０．１％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１２月の住宅着工戸数は１，９８７戸（前年比

▲５．０％）と４か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲６．３％）、貸家

（同▲４．７％）、給与（同＋５．３％）、分譲（同

▲５．２％）となった。

４～１２月累計では、２４，８２８戸（前年比

▲８．４％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１９．９％）、貸家（同▲２．３％）、

給与（同▲２６．４％）、分譲（同＋３．２％）と

なった。

１２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

５４，０１２㎡（前年比▲４８．９％）と２か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲５３．９％）、非製造業（同▲４８．６％）であっ

た。

４～１２月累計では、１，１３６，１５７㎡（前年比

▲１８．４％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲８．２％）、非製造業（同

▲１９．２％）となった。

１月の公共工事請負金額は５７億円（前年比

▲５０．７％）と４か月連続で前年を下回った。

発注者別では、国（前年比▲５６．８％）、独

立行政法人（同▲９５．５％）、道（前年比

▲１．１％）、市町村（同比▲１６．０％）、その他

（同▲６５．８％）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１４か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～６か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が８か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、９８３千人（前年比＋２０．４％）と１４か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋２１．４％）、JR（同＋２１．５％）、フェ

リー（同＋４．０％）となった。

４～１２月累計では、８，５７２千人（同＋７８．２％）

と前年を上回っている。

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１０５，０５７人（前年比全増）と６か月連続

で前年を上回った。

４～１２月累計では、１３３，９６０人 （ 同

＋１３３，９５４人）と前年を上回っているが、コ

ロナ禍前との比較では▲８９．７％と下回ってい

る。

１２月の貿易額は、輸出が３３９億円（前年比

＋２３．９％）、輸入が１，９１３億円（同＋４０．９％）

だった。

輸出は、鉄鋼、魚介類・同調製品、自動車

などが増加した。

輸入は、再輸入品、石油製品、石炭などが

増加した。

輸出は、４～１２月累計では３，４６０億円（前

年比＋３６．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は４か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１８か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１７倍（前年比＋０．１５ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋６．１％と２２か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋７．５％）、サービス業（同＋１６．４％）

などが前年を上回った。

１月の企業倒産は、件数が１４件（前年比

＋７５．０％）、負債総額が１６億円（同＋８０．２％）

だった。負債総額は４か月連続で前年を上

回った。

業種別では建設業、サービス・他が各５

件、不動産業が２件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は７件

であった。

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０５．２（前月比＋０．０％）となっ

た。前年比は＋４．５％と１８か月連続で前年を

上回った。

石油製品の価格は調査基準日（１２月１０日）

時点で、灯油価格は前月比▲２．５％、前年同

月比＋４．２％となり、ガソリン価格は前月比

±０．０％、前年同月比＋０．６％となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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製造業 非製造業
（％）（％）

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

80

60

2023
見通し20222021202020192008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2021202020192008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2023

見通し20222021202020192008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2021202020192008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

80

60

18

▲11▲11▲8 ▲8 ▲7 ▲4
4
▲13

▲20 ▲40

▲9▲10▲9▲9▲9▲10▲10▲10

▲29

2

▲49
▲38

▲17▲17▲25

6

0

1

▲37

▲17 ▲15 ▲12
4
▲5

▲40

▲7

16
5

▲27
▲17

▲1

▲21
▲35

▲20▲15
▲25

▲10 ▲11

▲14
▲4

2
2▲2

5
22

11

27

▲5 0 ▲5
6
20

▲4
▲15

14
▲3▲2

▲20
▲19 ▲11

＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
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2008年9月
リーマン・ショック

2013年4月
「量的・質的金融緩和」

導入

2014年4月
消費税率引き上げ

2019年10月
消費税率引き上げ

2011年3月
東日本大震災

2018年9月
北海道胆振
東部地震

2020年1月
新型コロナウイルス

感染症拡大

2022年2月
ロシアによる
ウクライナ侵攻

１．２０２３年 業況見通し
２０２２年業況実績（下記３）に比べ、売
上DI（＋３）は１４ポイント、利益DI
（▲８）は１２ポイント低下の見通し。製造
業・非製造業ともに業況後退を見込む。
幅広い業種で業況の後退を見込む一方、
ホテル・旅館業、運輸業、食料品製造業
は売上DI、利益DIともにプラス圏維持
を見込む。売上、販売面では「価格体系
の見直し」へのウェイトが上昇してい
る。

２．先行きの懸念材料（複数回答）
「原油価格の動向」（７６％）が上昇し最
多項目になった。以下、「新型コロナウ
イルスの影響」（６３％）、「物価の動向」
（５９％）、「電気料金の動向」（５８％）の順
となった。

３．２０２２年 業況実績
２０２１年実績に比べ、売上DI（＋１７）
は２１ポイント、利益DI（＋４）は１４ポ
イントそれぞれ上昇した。売上DIは５
期ぶり、利益DIは９期ぶりにプラス圏
内に持ち直した。

項 目 ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３見通し
売上DI ▲２４ ▲３６ ▲２０ ▲７ ４ ２３ ▲１１ ▲１３ ▲４ ９ ▲６ ▲３ ▲４２ ▲４ １７ ３
利益DI ▲３５ ▲１８ ▲１９ ▲１３ ０ １３ ▲１６ ▲４ ▲１ ▲１ ▲１６ ▲１０ ▲３１ ▲１０ ４ ▲８

特別調査

エネルギー高、物価高、コロナ禍への警戒感強く、先行きは後退
２０２３年 道内企業の年間業況見通し

＜ 要 約 ＞
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＜図表２＞２０２３年見通し・業種別の要点

要 点（２０２３年見通し）
２０１９年２０２０年２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

実績 実績 実績 実績 年初
見通し 見通し

全 産 業 業況後退の見通し。利益DIは再
びマイナス圏に低下。

売上ＤＩ △３ △４２ △４ １７ ８ ３
利益ＤＩ △１０ △３１ △１０ ４ △５ △８

製 造 業 動力価格、原材料価格の高騰によ
り売上、利益ともに減少見通し。

売上ＤＩ △５ △４９ ６ ２０ １２ △４
利益ＤＩ △７ △４０ △４ ４ △５ △１３

食 料 品 個人消費持ち直し期待からエネルギー価
格上昇を吸収してプラス圏維持の見通し。

売上ＤＩ △３ △７０ ２１ ４９ ４２ ８
利益ＤＩ ５ △３８ ５ ２７ １６ ３

木 材 ・ 木 製 品 為替・資材価格・建築コストの上
昇から業況後退見通し。

売上ＤＩ ３７ △６１ １０ ２３ △２０ △４１
利益ＤＩ ２８ △６７ ０ １８ △３７ △５０

鉄鋼・金属製品・
機械

設備投資の需要に対して供給面の制
約が意識され横ばい圏内の見通し。

売上ＤＩ △９ △２６ △１５ ０ △３ ０
利益ＤＩ △１１ △３３ △１２ △１８ △６ △６

非 製 造 業 コロナ禍の影響が懸念され利益DIは
マイナスだが、売上DIはプラス維持。

売上ＤＩ △３ △４０ △７ １６ ７ ５
利益ＤＩ △１１ △２７ △１２ ４ △５ △５

建 設 業 資材価格の高騰、人手不足を背景
に業況停滞の見通し。

売上ＤＩ ６ ４ △１９ △３０ △２１ △１５
利益ＤＩ △１３ △３ △２０ △４２ △３１ △２８

卸 売 業 円安・物価高による仕入れ価格の
上昇懸念強く業況後退の見通し。

売上ＤＩ △４ △５８ ２ ４８ ２ △６
利益ＤＩ △１５ △３２ ０ ４０ △２ △２１

小 売 業 コロナ禍の行動制限緩和、個人消費
の持ち直し期待から横ばいの見通し。

売上ＤＩ △１６ △５５ △２ １１ １３ ９
利益ＤＩ △１６ △２１ △２６ △１１ △１３ △１１

運 輸 業 燃料価格の高騰は懸念、一方で需要増
加、価格見直しにより業況改善見通し。

売上ＤＩ １４ △６３ ０ ３９ ３５ ３２
利益ＤＩ ０ △３８ ０ １４ ３１ ４３

ホテル・旅館業 コロナ禍の行動規制緩和を背景に
業況改善を見通す。

売上ＤＩ △３８ △１００ △３１ １００ ９４ ６７
利益ＤＩ △３８ △１００ △１３ １００ ８１ ６７

特別調査
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食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品製造業

鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業

運輸業

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別）
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＜図表５＞利　益 

＜図表４＞売　上 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

△ 3 △42 △ 4

△ 5 △49 6

△ 3 △70 21

37 △61 10

△ 9 △26 △15

△43 △35 6

△ 3 △40 △ 7

6 4 △19

△ 4 △58 2

△16 △55 △ 2

14 △63 0

△38 △100 △31

0 △34 0

2019年
売上DI

2020年
売上DI

2021年
売上DI 売上DI 売上DI

△10 △31 △10

△ 7 △40 △ 4

5 △38 5

28 △67 0

△11 △33 △12

△52 △32 △13

△11 △27 △12

△13 △ 3 △20

△15 △32 0

△16 △21 △26

0 △38 0

△38 △100 △13

10 △37 △ 7

2019年
利益DI

2020年
利益DI

2021年
利益DI 利益DI 利益DI

17

20

49

23

0

△ 7

16

△30

48

11

39

100

21

3

△ 4

8

△41

0

14

5

△15

△ 6

9

32

67

12

増加 42 不変 33 2
減少
5

45 30 25

63 23 14

46 31 23

32 36 32

33 27 40

42 32 26

13 44 43

63 22 15

37 37 26

57 25 18

100

42 37 21

2
増加
7 不変 49 2

減少
4

26 44 30

32 44 24

9 41 50

26 48 26

35 44 21

26 53 21

13 59 28

19 56 25

35 39 26

46 40 14

67 33

24 64 12

4

4

27

18

△18

△27

4

△42

40

△11

14

100

16

△ 8

△13

3

△50

△ 6

△15

△ 5

△28

△21

△11

43

67

0

増加 37 不変 30 減少 33

38 28 34

51 25 24

45 28 27

21 40 39

33 7 60

36 32 32

9 40 51

57 26 17

26 37 37

46 22 32

100

39 38 23

2
増加
1 不変 50 減少 29

23 41 36

33 37 30

9 32 59

21 52 27

23 39 38

21 53 26

9 54 37

13 53 34

20 49 31

50 43 7

67 33

16 68 16

2022年実績（n=354） 2023年見通し（n=351）

2022年実績（n=354） 2023年見通し（n=350）

特別調査

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号

ｏ．３１８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　特別調査  2023.02.11 14.01.59  Page 9 



1 △ 4

△ 5 3

3 △ 7

2019年
資金繰りDI

2020年
資金繰りDI

2021年
資金繰りDI 資金繰りDI 資金繰りDI

9 8

6 9

10 8

2019年
難易感DI

2020年
難易感DI

2021年
難易感DI 難易感DI 難易感DI

5 2

8 7

4 0

2019年
在庫DI

2020年
在庫DI

2021年
在庫DI 在庫DI 在庫DI

△ 2 △ 6

△ 6 △ 4

0 △ 8

2019年
雇用DI

2020年
雇用DI

2021年
雇用DI 雇用DI 雇用DI

1

2

0

9

10

9

△ 1

1

△ 2

△ 6

△ 7

△ 5

3

△ 4

6

△ 1

△ 7

1

7

7

7

2

2

2

7

8

6

1

6

△ 1

△ 7

△13

△ 4

12

7

14

11 不変 81 8

8 80 12

12 82 6

6 不変 87 7

4 85 11

6 89 5

1
容易
0 不変 87 3

10 87 3

10 87 3

8 不変 86 6

9 84 7

7 88 5

8 適正 85 7

14 78 8

6 87 7

13 適正 81 6

16 76 8

11 84 5

13 不変 67 20

10 67 23

15 66 19

19 不変 74 7

17 73 10

20 74 6

＜図表６＞資金繰り

2022年実績（n=353） 2023年見通し（n=350）
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＜図表７＞短期借入金の難易感

2022年実績（n=351） 2023年見通し（n=348）
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＜図表８＞在 庫

2022年実績（n=334） 2023年見通し（n=331）
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＜図表９＞雇用人員

2022年実績（n=353） 2023年見通し（n=349）
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＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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＜図表１１＞道内景気

2022年実績（n=351） 2023年見通し（n=348）
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＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７３％） ＋２ 製造業（６７％）、非製造業（７５％）ともに１位となった。特に建設業
では９３％と高水準が続いている。全業種が３位以内となった。

�顧客ニーズの的確な把握
（５５％） △１ 製造業（５５％）、非製造業（５６％）ともに２位となった。特に、木材

・木製品製造業（６７％）は＋３７ポイントと大きく上昇している。

�価格体系の見直し（４６％） ＋１６ 製造業（５３％）１０ポイント、非製造業（４３％）１８ポイントともに上昇。特に、小
売業（４４％）＋３４ポイント、運輸業（６８％）＋２９ポイントと大きく上昇している。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（２８％） ＋２ 小売業（３９％）１０ポイント、運輸業（２５％）１３ポイントともに上昇し

た。ホテル・旅館業（１３％）は２５ポイント低下した。

�営業方法の見直し（２６％） △１ 製造業（２１％）９ポイント低下、非製造業（２８％）３ポイント上昇した。鉄鋼・金
属製品・機械製造業（２１％）１７ポイント低下、建設業（２８％）１２ポイント上昇した。

�新商品（サービス）の開発
（２６％） △１ 製造業（３８％）１０ポイント低下、非製造業（２０％）２ポイント上昇した。木材

・木製品製造業（３３％）１７ポイント低下、小売業（３３％）１２ポイント上昇した。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

�原油価格の動向（７６％） ＋８ 製造業（７６％）６ポイント、非製造業（７６％）９ポイントともに上昇し１位とな
った。木材・木製品製造業、建設業、運輸業、ホテル・旅館業は８０％を超えた。

�新型コロナウイルスの影響
（６３％） △６ ２年連続でウェイトは低下したが高い水準を維持している。ホテル・

旅館業８７％、卸売業、運輸業は７０％を超えて高止まりしている。

�物価の動向（５９％） ＋１５ 製造業（５８％）８ポイント、非製造業（５９％）１７ポイントともに上昇。運輸業＋
３５ポイント、卸売業＋２１ポイント、ホテル・旅館業＋２０ポイントと大きく上昇。

�電気料金の動向（５８％） ＋２８ 製造業（７６％）は３２ポイント上昇し原油価格の動向とともに１位とな
った。非製造業（５０％）も２５ポイント上昇した。

�ウクライナ紛争の影響※
（５０％） （－） 長期化するウクライナ紛争の影響に、ほぼすべての業種が懸念を抱い

ている。
※は前年未調査

特別調査

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０２３年道内企業の年間業況見通し
回答期間：２０２２年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
① ① ② ② ① ③ ① ① ① ① ② ③ ①
７３ ６７ ６２ ６２ ８２ ５３ ７５ ９３ ６５ ６４ ６４ ４７ ８１
（７１）（６４）（５５）（５０）（７７）（７５）（７４）（８９）（６７）（６７）（５８）（６３）（７６）

�顧客ニーズの的確な把握
② ② ① ① ③ ② ② ② ② ① ② ① ②
５５ ５５ ６５ ６７ ３５ ６０ ５６ ４９ ５８ ６４ ６４ ６７ ４７
（５６）（５１）（６８）（３０）（４４）（５０）（５９）（４３）（５８）（７７）（６２）（５６）（６４）

�価格体系の見直し
③ ③ ③ ③ ② ① ③ ③ ③ ③ ① ② ③
４６ ５３ ６０ ３８ ５０ ６７ ４３ ３１ ５２ ４４ ６８ ６０ ３０
（３０）（４３）（４７）（４５）（３２）（５０）（２５）（２２）（３８）（１０）（３９）（３８）（１９）

�同業他社の商品、サービ
スとの差別化

④
２８ ３０ ３２ ２９ ２４ ４０ ２７ １７ ３８ ３９ ２５ １３ ２８
（２６）（２８）（２６）（３０）（２４）（３８）（２５）（１６）（３６）（２９）（１２）（３８）（２６）

�営業方法の見直し
⑤
２６ ２１ １９ ２９ ２１ １３ ２８ ２８ ２９ ３３ １４ ４０ ２８
（２７）（３０）（２４）（２５）（３８）（３１）（２５）（１６）（３５）（３１）（８）（４４）（２６）

�新商品（サービス）の開
発

⑤
２６ ３８ ５４ ３３ ２４ ４０ ２０ ８ ２５ ３３ １４ ３３ ２３
（２７）（４８）（６８）（５０）（２９）（３８）（１８）（８）（２２）（２１）（１２）（５０）（１９）

�IT（ホームページ等）の
活用

③
２１ １４ １４ １９ ３ ３３ ２４ ２３ １７ ２８ １８ ３３ ３０
（２５）（２２）（２４）（２５）（１２）（３８）（２６）（２３）（２４）（３１）（２３）（５０）（２１）

	新たな事業への参入 １４ １７ １１ １９ ２１ ２０ １３ １１ １３ １７ １１ ７ １６
（１２）（１３）（１１）（２５）（９）（１３）（１１）（４）（２０）（１５）（４）（２５）（７）


他社との業務提携 １３ １１ ５ ２４ １２ ７ １４ １９ １５ ８ １４ ０ １２
（１４）（１４）（１３）（１５）（９）（２５）（１４）（１９）（１１）（８）（２３）（－）（１７）

�その他 １ １ ０ ０ ０ ７ １ ０ ０ ３ ４ ７ ０
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（１）（２）（２）（４）（－）（－）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（n＝３５２） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６６ １００．０％
札幌市 １２７ ３４．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８０ ２１．９
道 南 ３８ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５４ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６７ １８．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３６６ ５２．３％
製 造 業 １９９ １１１ ５５．８
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ １５ ３９．５
非 製 造 業 ５０１ ２５５ ５０．９
建 設 業 １３９ ７９ ５６．８
卸 売 業 １００ ５０ ５０．０
小 売 業 ９７ ３８ ３９．２
運 輸 業 ５０ ２９ ５８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １５ ４４．１
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

業種別回答状況

特別調査

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（n＝３６１） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原油価格の動向
① ① ② ① ② ① ① ① ① ② ① ② ②
７６ ７６ ７６ ８２ ７２ ７９ ７６ ８２ ７２ ７２ ８６ ８０ ６４
（６８）（７０）（７９）（６０）（６５）（７１）（６７）（６７）（６４）（６７）（８８）（７８）（５６）

�新型コロナウイルスの影
響

② ③ ② ② ① ③ ② ① ①
６３ ６２ ６８ ５０ ５８ ７１ ６４ ４４ ７２ ６９ ７２ ８７ ７３
（６９）（６９）（７６）（６０）（６５）（７１）（６９）（６１）（８２）（７５）（６８）（８３）（５８）

�物価の動向
③ ③ ③ ③ ③
５９ ５８ ６８ ５０ ６１ ３６ ５９ ６１ ６８ ５３ ５９ ５３ ５２
（４４）（５０）（６１）（４０）（４４）（４７）（４２）（５０）（４７）（４２）（２４）（３３）（３３）

�電気料金の動向
④ ① ① ② ① ③ ② ③
５８ ７６ ８２ ７３ ７８ ６４ ５０ ４６ ５４ ５６ ２８ ８０ ５５
（３０）（４４）（５３）（４０）（３２）（５３）（２５）（２４）（２０）（３３）（４）（５６）（２２）

�ウクライナ紛争の影響※
⑤
５０ ５３ ５５ ５５ ５０ ５０ ４９ ４７ ６０ ４７ ５５ ２７ ４８
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

�個人消費の動向
② ① ③

４９ ４８ ７６ ５０ １９ ４３ ５０ ２２ ６０ ８３ ６６ ６７ ４３
（４７）（５１）（７６）（４０）（２７）（５３）（４５）（２５）（４７）（７９）（５２）（６１）（２９）

�為替の動向
③

４２ ５０ ５８ ６８ ３９ ２９ ３９ ３４ ５８ ５３ ３１ ４０ ２１
（２０）（２５）（３２）（４０）（９）（２４）（１８）（１２）（３３）（３１）（１２）（－）（７）

	公共投資の動向
②

３９ ３０ ０ ３６ ５０ ５０ ４２ ８１ ２８ １７ ２１ ７ ３９
（４２）（３７）（３）（４５）（５９）（５９）（４５）（７９）（３５）（２５）（１６）（６）（５１）


雇用の動向 ３９ ３４ ４７ ２３ ２８ ２９ ４１ ４９ １６ ４７ ３８ ４０ ５０
（３８）（３２）（４７）（１５）（２１）（４１）（４０）（４２）（３１）（３３）（３６）（３９）（５６）

�民間設備投資の動向 ２９ ２６ ５ １８ ５０ ３６ ３０ ５２ ３４ １７ １４ ７ １４
（３０）（２４）（８）（１５）（４４）（２９）（３２）（５７）（４２）（１３）（１２）（６）（２２）

�金利の動向 ２６ ２６ ３２ １８ １９ ３６ ２６ ３０ ３４ ３９ １７ ０ １６
（１６）（１９）（３２）（２０）（３）（２４）（１５）（１８）（１８）（１７）（４）（６）（１３）

税制改正の動向 ２２ １９ １６ １４ ２５ ２１ ２４ ２５ ２２ ３１ １７ ２７ ２１
（１５）（１３）（１１）（５）（１２）（２９）（１６）（２１）（１１）（１３）（１６）（１７）（１６）

�住宅着工の動向 ２１ ２１ ３ ６４ １４ ２１ ２１ ２９ ３０ ２２ １４ ０ ９
（２０）（２２）（－）（８０）（９）（２９）（１９）（２６）（２７）（１５）（１６）（－）（９）

�中国経済の動向 ２０ ２５ ２４ ２３ ３１ １４ １８ ９ ２８ ２２ １４ ２７ １６
（２１）（３４）（４０）（５０）（３２）（６）（１６）（１３）（３３）（１５）（８）（１１）（７）

�金融機関の融資姿勢 ２０ ２１ ２１ ２７ １４ ２９ ２０ ２２ ２４ １４ １７ １３ ２１
（１７）（２０）（２１）（３０）（９）（２９）（１６）（１６）（１６）（１７）（２０）（１１）（１３）

�政局の動向 ２０ １９ １６ １４ ２８ １４ ２０ ３１ １４ ２５ ７ ７ １６
（１１）（１２）（５）（５）（２１）（１８）（１１）（１８）（７）（８）（８）（－）（１１）

�社会保障負担の増加 １９ １６ １８ ９ １７ １４ ２０ ２１ ８ ３１ ２８ ７ ２３
（１５）（１３）（１６）（５）（１２）（１８）（１７）（２２）（９）（１９）（２０）（－）（１８）

�台風などの災害の影響 １８ １８ １８ １４ ２２ １４ １８ １６ １４ １４ ２４ １３ ２５
（１９）（２０）（２９）（１５）（１８）（１２）（１８）（２８）（１３）（１０）（２４）（１７）（１６）

�欧米経済の動向 １２ １９ ２６ ２３ １７ ０ ９ ５ １６ ８ １０ ７ ７
（１１）（１８）（１３）（４５）（１８）（－）（８）（９）（１１）（１０）（４）（－）（２）

�国と地方の財政改革の動
向

９ ８ ５ １４ １１ ０ １０ １７ ０ ６ ３ １３ １４
（１０）（１１）（－）（１５）（２１）（１２）（１０）（１８）（２）（１３）（－）（６）（９）

�米中貿易摩擦の影響 ９ １４ １６ ２３ １１ ０ ７ ５ １２ ８ ７ ０ ５
（８）（１７）（１８）（１５）（１５）（１８）（４）（４）（６）（４）（４）（６）（２）

�米政権の政策運営の動向 ８ ８ ３ １４ １４ ０ ８ ４ １２ ８ ７ ７ １４
（４）（６）（３）（１０）（６）（６）（３）（４）（４）（４）（－）（－）（－）

�規制緩和の動向 ６ ６ ３ ９ ６ ７ ７ ９ ４ ８ １４ ７ ０
（７）（７）（５）（１０）（９）（６）（８）（５）（１１）（８）（１２）（１１）（２）

�日韓関係の悪化の影響 ５ ６ ５ ５ ８ ０ ５ １ ４ １１ ０ ２０ ５
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今回の調査では、新型コロナウイルス感染症拡大防止策の緩和による人流の増加から個人

消費、インバウンド消費の持ち直しに期待が寄せられています。一方で、円安による原油価

格の上昇、電気料金への影響、原材料価格の高騰による収益悪化を懸念する声が多く聞かれ

ています。価格転嫁により収益確保を目指す動きもありますが、価格上昇が家計の節約意識

を高め、需要が減少することを懸念する声も上がっています。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．建設業

＜食料品製造業＞ 新型コロナウイルスの影
響、原材料価格の高騰、円安などの不安要素
が多く先行き不透明で見通せない状況になっ
ている。コロナ禍で減少した客数が戻りつつ
ある中での値上げは、来店客への影響が計り
知れず懸念材料になっている。（道南）

＜食料品製造業＞ 個人消費の動向は、価格
改定（値上げ）や売上高に直結するので重視
しています。円安により主原料の仕入れ価格
が暴騰しており、電気代、植物油脂の暴騰分
は現在の値上げでは吸収しきれず、さらなる
値上げが必要と考えています。（道央）

＜製菓業＞ 道外の流通販路はコロナ禍前ま
で回復している。一方で、道内観光の動きは
鈍く、今後は海外、特に中国を中心とするア
ジアからの観光客に期待したい。（道北）

＜水産加工業＞ 原料となるサケ・サンマ・
イワシ等の水揚げ状況を注視している。ま
た、人材不足を懸念している。（道東）

＜製粉業＞ ウクライナ紛争や為替による原
料価格の動向、国内小麦の在庫過剰、価格上
昇による国内需要の減少を懸念している。（札
幌）

＜製材業＞ 原油価格により断熱材、接着剤
の価格が上昇するので製品価格に大きな影響
が出てしまう。価格を上げなければ薄利の商
売になってしまう。２０２２年は公共工事で良い
方向に動いたが、２０２３年はどのようになるの
か不安である。（道央）

＜金属製品製造業＞ 北海道の観光事業の回
復により相応の経済効果が期待できるが、原
材料・エネルギー価格の上昇による経費増加
がどこで収まるのか不安。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 北海道新幹線トンネル
工事に係る商品は期待が持てる。ただし、同
業者からは２０２３年も厳しいとの話を多く聞
く。（道央）

＜金属製品製造業＞ 中国や韓国の経済動
向、物価の変動により利益の確保が難しくな
ると思われる。（道北）

＜電気機械器具製造業＞ 部材の納期が長期
化しており大きな問題になっている。（道央）

＜建設業＞ 日銀総裁交代後の金利動向に注
目しています。コロナ後の税負担増による消
費マインドの低下からの景気悪化を懸念して

経営のポイント

価格転嫁と需要の持ち直しに期待
〈企業の生の声〉
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５．卸売業

います。（道南）

＜建設業＞ 住宅着工戸数の動向、公共工事
の動向に注目しています。収益に与える影響
が大きい物価、原油価格、電気料金の動向は
懸念材料です。（道央）

＜土木工事業＞ 土地価格や建築コストの上
昇を見込んでいる。さらに、日銀が政策金利
を引き上げた場合には、住宅ローン金利の上
昇が見込まれ、建築件数の減少につながるこ
とを想定している。今後の物価および金利の
動向を注視し、住宅着工件数の減少を織り込
んだ価格設定および施工計画を策定したい。
（道央）

＜住宅建築業＞ スタグフレーションによる
実質賃金の減少で住宅の購買意欲の減少が懸
念される。（道央）

＜電気工事業＞ 資材価格やエネルギー価格
の高騰に加えて、資材の入手が困難なために
工期の延長や人手確保の費用が増加してお
り、利益減少は免れないと考える。（札幌）

＜建設業＞ コロナ関連融資の返済開始、地
方銀行の収益悪化、賃上げ圧力などにより中
小企業のなかには収益確保や資金繰り維持に
対処できない企業が出てくるのではないかと
思う。取引先企業の動向にも注意が必要とな
る。（道南）

＜建設業＞ インボイス制度、電子帳簿保存
法への対応の遅れを危惧している。（札幌）

＜工業用品卸売業＞ 原材料の仕入価格に影
響を与える為替、物価、原油価格の動向は気
になります。ウクライナ情勢の終結を見通す
ことが出来れば、物価が安定していくものと
思われます。（札幌）

＜水産物卸売業＞ 国内景気に影響を与える
米国景気や日米欧の金融政策に注目していま
す。特に、日本の金融政策、日銀総裁人事、
財政政策の動向を注視しています。（札幌）

＜紙類卸売業＞ コロナ禍の長期化による各
種需要の減退、円安による原料・燃料価格の
高騰が洋紙価格や販売に大きな影響を及ぼし
ている。洋紙の値上げが紙需要の減退を招い
ており、２０２３年はさらに需要減少が進む可能
性が高い。（札幌）

＜鋼材卸売業＞ 北海道新幹線延伸工事や札
幌中心部の再開発案件が多数あり、道内の異
形棒鋼の需要が見込まれ、供給がタイトにな
ると思われる。為替、電気料金、ウクライナ
情勢全てが資材高につながり、資材の高騰が
経営を圧迫することを危惧している。（道東）

＜食肉卸売業＞ 円安による原材料の価格上
昇に歯止めがきかない。特に飼料価格の上昇
が影響している。（道東）

＜食料品卸売業＞ 人流の再活性化が状況を
一変させるのではないかと考えます。新型コ
ロナ感染症の拡大防止について海外と同等の
考え方ができれば実現すると思います。（札
幌）

＜石油製品卸売業＞ 消費・経済活動に関す
る項目は重視しています。家計の節約志向の
高まりが業績に影響するため、インフレ・原
油高を警戒しています。北海道の土地価格、
資材価格、人件費の高騰による影響が出始め
ており、経済情勢の悪化を懸念しています。
（札幌）

＜包装用品卸売業＞ 円安・資源高・新型コ
ロナの影響による価格上昇を注視していま
す。「ゼロゼロ融資」の返済開始で、資金繰り
に影響を受ける先がどれだけ出てくるのか懸

経営のポイント
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６．小売業

７．運輸業

８．宿泊業

９．その他の非製造業

念され、金融機関の支援スタンスも気になり
ます。また、需要回復時に人手不足から販売
機会を逃すことや人件費増加による収益への
影響も懸念材料です。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 国内や国外の旅行客の増
加により観光関連や飲食関連の景気が上向く
とは思うが、円安やウクライナ情勢等による
物価高騰の状況がどうなるか、見通しが立た
ない状況です。（札幌）

＜食品スーパー＞ 金利上昇、物価上昇がど
こまで続くのか注視している。新型コロナウ
イルス感染状況は年末にかけて増加基調と
なって１２月の売上に大きく影響するものと予
想している。（札幌）

＜リサイクルショップ＞ ウクライナ紛争と
円安が良くも悪くも影響するので注視してい
る。現在の日銀総裁の任期終了後の日本経済
に懸念を抱いている。（道北）

＜食料品小売業＞ コロナ治療薬が一般的に
なると一定の回復が見込めると思います。
２０２３年は日本ハムファイターズの北広島ボー
ルパーク開業で本州からの来道者がどのくら
い増えるのか、経済効果に期待しておりま
す。北海道新幹線札幌延伸に伴う札幌駅近郊
の開発にも注目しています。（道東）

＜運輸業＞ 新型コロナウイルス感染症やウ
クライナ紛争、円安、物価高が個人消費へ与
える影響を懸念している。（札幌）

＜運輸業＞ 収益に大きな影響を与える原油
価格の動向を最重視している。新型コロナウ
イルス感染拡大により人流が抑制されると、
さらに収益を圧迫する恐れがあるため、いま
だに油断できない状況である。（道央）

＜観光ホテル＞ インバウンド客の増加とコ
ロナ禍の旅行実態がどうなるのか注目してい
る。（札幌）

＜クリーニング業＞ 新型コロナ感染症の収
束に有効な経口薬の普及、原油価格の動向、
最低賃金の改定状況に注目しています。（札
幌）

＜廃棄物処理業＞ 今後のウクライナ情勢や
円高、コロナ収束時期など不透明要素が多
く、エネルギーや素材単価の変動など先行き
が読めない。短期的には電気料金の値上げを
懸念している。（道央）

＜信販会社＞ 新型コロナウイルスの影響に
よる個人消費の減少はあったが、行動規制が
緩和され、旅行などの個人消費需要が回復し
ている。今後は厳しい行動制限はしないでほ
しい。（道東）

＜建設コンサルタント＞ 公共工事の予算配
分を注視しています。従業員の処遇改善に取
り組んでいますが、年々増加する人件費の動
向をやや心配しています。（道東）。

＜建設機械器具リース業＞ 各ポジションで
人材が不足しており、人材育成が急務となっ
ている。各方面で人材確保に動いているが、
即戦力となる人材が見当たらない。（道央）

経営のポイント
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年３月号

１ なぜ、今ソーシャルビジネスなのか？

岸田政権は「新しい資本主義」を政策として掲げていますが、「新しい資本主義」の実現を体

現するのが、社会的課題を推進力にして持続可能な社会を実現するスタートアップであるとして

います（注１）。政府が社会的課題の解決へ取り組み、短期間での急成長を目指す新興企業であ

るスタートアップへ重点的に資金投入する政策を推進することで多くのスタートアップが成功す

れば、日本経済の新たな牽引役になるだけではなく、社会的課題の解決により日本国民の生活の

質向上につながり一石二鳥と言えます。

社会的課題を自社の事業活動で解決するという理念を持つ企業は多く、企業経営において普遍

性を持つ理念であると筆者は考えます。競争戦略論の大家であるM. E. ポーター博士は２０１１年

に、企業は経済的価値だけではなく、社会的課題解決による社会的価値も追求する、共通価値を

創出するCSV戦略が企業の成長の原動力になると主張しました（注２）。それ以降、社会的課題

の解決をビジネスとし、企業の成長へ活かす戦略が世界的に注目されています。

日本の経済政策や企業経営のトレンドが社会的課題をビジネスで解決する、いわゆるソーシャ

ルビジネスやその事業組織である社会的企業（注３）への追い風になっています。本稿ではソー

シャルビジネスや社会的企業への振興政策や経営について説明します。

２ ソーシャルビジネスに関する政策と成果

（１）ソーシャルビジネスの振興政策

さて、日本における社会的課題をビジネスで解決するソーシャルビジネスが注目されたのは、

利益と成長を追い求める企業の代替的存在として小規模な事業者が環境問題や福祉問題など社会

的課題を解決するビジネスに取り組み始めた１９８０年代頃です。１９９５年の阪神淡路大震災後、被災

地支援を行なうボランティア団体が増え、被災地支援団体の中に有償でボランティア活動する団

体も出現しました。有償ボランティア団体はその後、経済活動を行う事業型NPOへ発展し、現在

のソーシャルビジネスにつながる大きな流れの一つになっています。

経済産業省は２０００年から開始される介護保険制度の事業のように、地域の社会的課題を市民が

地域資源を活用したスモールビジネスで解決する、コミュニティビジネスに着目し、２０００年前後

から政策と事業によるコミュニティビジネス等の支援を始めました。その後、経済産業省は２００７

年、より広範な社会的課題をビジネスで解決することで新しい社会的価値を産み出し、社会へ貢

献するビジネスとしてソーシャルビジネスを定義し、２００８年から３年間、「社会性」、「事業性」、

ソーシャルビジネスで企業も社会も元気にする
札幌学院大学 学長

河西 邦人

経営のアドバイス
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経営のアドバイス

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号

「革新性」という特徴を有するソーシャルビジネスの振興政策と支援事業を推進しました（注

４）。

自由民主党の福田政権下で開始したソーシャルビジネスの振興政策は、２００９年から政権を担っ

た民主党の鳩山政権でも継承されました。鳩山政権下において、緊急経済対策の一環としてソー

シャルビジネスでの起業、いわゆる社会起業する社会起業家の増加と、社会的課題の解決のビジ

ネスを行う社会的企業で働く人材の育成を目的とする、「地域社会雇用創造事業」が２０１０年から

開始されました。「地域社会雇用創造事業」が２年間行なわれた結果、全国で８５３もの社会的企業

が社会起業されたり、既存の企業がソーシャルビジネスの新規事業を開始したりしました。

経済産業省がソーシャルビジネスの振興政策を開始した２００８年以降、「社会性」や「倫理的消

費」を意識する国民が増え、ソーシャルビジネスを受け入れやすい社会になりつつあります。消

費者庁が２０２０年に発表した調査によれば（注５）、例えば、経済発展に伴って無秩序な開発によ

る様々な自然災害や環境破壊・資源枯渇等の問題をどう思うかという設問に対して、消費者とし

て何らかの行動をとるべきと回答した人が全世代で７３％いました。筆者はこうした消費者の意識

変化がソーシャルビジネスによる商品やサービスの需要拡大につながると予測します。

（２）ソーシャルビジネス振興策の成果

社会的課題をビジネスで解決し、新たな社会的価値を創出するソーシャルビジネスに対して経

済産業省は政策と事業で支援してきましたが、その成果はどうでしょうか。内閣府から委託を受

けた三菱UFJリサーチ＆コンサルティングが２０１５年に発表した調査では日本の全事業者数１７４．６

万社の内、社会的企業の数は２０．５万社、社会的企業の付加価値額は１６兆円とGDPの３．３％を占

め、社会的企業の有給職員数は５７７．６万人、寄付収入、会費収入、補助金収入を除く社会的企業

の事業収益（収入）は１０．４兆円と推計しました（注６）。

経済産業省は２００７年にソーシャルビジネスの振興政策を開始した頃のソーシャルビジネスの市

場規模を、消費者の認知度と支出額から２，４００億円と推定しました（注４）。三菱UFJリサーチ＆

コンサルティングが内閣府から受託して行なった調査結果と２００７年の経済産業省の推計の比較か

ら、ソーシャルビジネスや社会的企業が日本経済へ与える影響力が拡大したと筆者は考えます。

経済産業省や内閣府が社会的課題をビジネスで解決するソーシャルビジネスへ様々な支援事業を

行なった結果、日本のソーシャルビジネスが大きく成長していることは確かでしょう。

（３）ソーシャルビジネスへの融資状況

２（１）で説明したように経済産業省がソーシャルビジネスを振興するため、政府系金融機関

である日本政策金融公庫に対してソーシャルビジネス関連への融資制度を設けるよう、政策的要
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図 日本政策金融公庫の北海道内のソーシャルビジネス関連向け融資総額推移

データ出所：日本政策金融公庫のプレスリリースより筆者が作成

請を行ないました。日本政策金融公庫は経済産業省の要請を受け、現在、ソーシャルビジネス支

援金という融資制度を設け、金利で優遇し、積極的に融資しています。

日本政策金融公庫のソーシャルビジネス向け融資が開始された翌年、北海道内の日本政策金融

公庫各支店が２０１０年度にソーシャルビジネスへ融資した総額は１９億７，４００万円でした。それが図

のように増えていき、２０２１年度の融資総額６０億７，０００万円へと北海道における日本政策金融公庫

のソーシャルビジネス関連融資総額が拡大しています。日本政策金融公庫の広報活動によるソー

シャルビジネス支援金制度が周知されたことで利用者が増加した要因もあるものの、融資を必要

とする社会的企業が北海道でも拡大してきた一端を示すデータと考えます。一方、全国における

日本政策金融公庫のソーシャルビジネス関連融資総額は２０１０年度に２９４億円でしたが、２０２１年度

に１，１３７億円にまで拡大しています。

なお、日本政策金融公庫による２０２０年度のソーシャルビジネスへの融資総額に関して、北海道

も全国も同様に急増しており、日本政策金融公庫は、新型コロナウイルス禍の影響により対面

サービスを提供している介護・福祉事業者が一時的収支の悪化から借入を増やしたため、急増し

たと説明しています。その反動で２０２１年度の融資総額は２０２０年度と比較して融資総額は急減して

いるものの、２０１９年度の融資総額よりは増えており、ソーシャルビジネス関連融資が依然として

増加傾向にあると言えるでしょう。
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３ ソーシャルビジネス化の戦略

（１）社会的課題の設定

筆者が出会った社会起業家の多くは解決したい社会的課題を持ち、解決する方法をビジネス化

して社会起業するか、新規事業として開始するか、既存事業に社会性を組み込んで事業革新する

かして、ソーシャルビジネスを始めています。社会起業家がビジネスにより解決すべき社会的課

題として何を認知するかはその人の価値観次第ですが、その認知過程を分析するとマクロアプ

ローチとミクロアプローチに大別されると考えます。マクロアプローチでは政府や地方自治体が

政策課題としているテーマ、多くの市民が社会的課題と認識しているテーマを、社会起業家も社

会的課題として認知し、解決します。それに対してミクロアプローチでは社会起業家が見聞した

個別的課題を認知、解決し、その解決法が社会に広まり、課題解決の実績が増え、社会化しま

す。マクロアプローチとミクロアプローチは相互に関連し、影響を与えます。例えば、社会起業

家が認知していた社会的課題と同じ課題を抱えた市民の個人的課題を解決したり、反対に社会起

業家が個人的課題を解決しようとする過程で情報を収集すると、同様な課題を持つ市民が多くい

て、社会的課題であったことを認識したりすることもあります。

効果的なマクロアプローチをするのであれば、政府や地方自治体の動向に関心を払うと良いで

しょう。政府や地方自治体が政策を立案する際の諮問機関として数多くの審議会や委員会を設置

し、そこで解決すべき社会的課題を議論しています。議論されている多様な社会的課題の中に政

府や地方自治体が将来、政策や事業で解決しようとするかもしれない社会的課題が存在します。

そうした社会的課題の解決を政府や地方自治体が直営事業で行なう、外部の民間事業者へ事業を

委託する、社会的課題の解決に資する事業を行なっている民間事業者へ補助金を出すといった方

法で取り組みます。政府や地方自治体が社会的課題解決のために委託事業や補助金給付を行なう

ことになれば、それらの資金を活用して社会起業やソーシャルビジネスへ進出するビジネスチャ

ンスが生まれます。

また、マスメディアやSNSで話題になっている社会的課題に注目するマクロアプローチも有効

です。例えば、昨今ではSDGs関連の話題をマスコミが取り上げ、SDGsの理念や取組を支持する

市民も多くなっています。広告代理店の電通が２０２２年に実施したSDGsに関する調査によれば

SDGsの認知率が８６％、SDGsを認知している回答者の中で実践意欲が高い回答者は３７％となって

います（注７）。これだけ多くの市民が認知、共感、支持するSDGsの目標達成へ効果的に貢献で

きれば、市民から共感され、支持されるソーシャルビジネスになり得るでしょう。

ミクロアプローチでは社会起業家や経営者が家族、知人、顧客、ニュース等から市民や組織の

抱える解決困難な課題の話を聞き、その個別的課題を解決しようと思いたつところから始まりま

す。そして、社会起業家や経営者が保有する、もしくは使用できる経営資源を活用し、その個別
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的課題をビジネスで解決したとします。その成果が口コミやマスコミを通じて社会に広まり、同

じような解決困難な課題を抱えた市民や組織が同様な課題解決を望み、個別的課題が社会的課題

へ拡大していくという過程になります。

（２）社会的課題解決のソーシャルビジネス化

成功したと評価されている社会起業家の方々のお話をうかがったり、読んだりすると、社会的

課題の解決法の確立と、その解決法を持続可能なソーシャルビジネスとして成立させることに共

通の困難性があると考えます。ソーシャルビジネスのジレンマと言える困難性を克服するため、

まず社会的課題の解決により収益をあげられるビジネスモデルを確立することに注力していくこ

とです。しかしながら、ビジネスモデルを確立させることが困難な場合、そのビジネスモデルが

確立するような社会の制度や事業を創るよう社会へ働きかけ、自社に好ましい環境を創る戦略も

あります。

社会起業家は社会的課題の解決法の確立のため、まず社会起業家が認知している社会的課題を

既に解決している事例、解決を試みたが失敗した事例などの情報を分析し、社会的課題の解決法

を見つけます。一方、認知している社会的課題の解決へ向けて取り組まれていない場合、類似し

た社会的課題の解決事例がないかを調べ、それを適用できるかを検討します。類似した社会的課

題の解決事例は異なる分野に存在することもあるので、多様な分野の専門家の話を聞いてみるの

が良いでしょう。同じか類似した社会的課題の解決を自社の経営資源と能力によって行ない、収

益をあげるビジネスモデルが成立するかを検討します。社会的課題の解決に成功し、ビジネスモ

デルにできれば、ビジネスモデルの他地域等への移転も可能になります。福祉分野においては社

会的課題の解決に成功した後、そのノウハウをモデル化し、フランチャイズ方式で成長した社会

的企業の事例もあります。

これまでは政府や地方自治体が税金で徴収した資金を使用し、社会的課題を解決してきまし

た。政府や地方自治体に代わって社会的企業が社会的課題をビジネスで解決しようとしても、社

会的課題の解決の受益者である市民や組織がその対価を負担できなければビジネスとして成立し

ません。また、受益者が不特定多数の場合、社会的企業が社会的課題の解決に対する対価を徴収

するのが困難であったりします。こうした社会的課題解決とその対価負担のジレンマが存在する

ため、政府や地方自治体に代わって社会的企業が社会的課題をビジネスで解決する場合、政府や

地方自治体から給付金収入、委託事業収入、補助金収入を得るビジネスモデルの確立が必要な場

合もあります。そこで社会的企業は、政府や自治体がその社会的課題を認識し、社会的企業に解

決を任せるような社会の制度や事業を作るよう、提案し、実行してもらえるよう働きかけること

も重要です。政府や地方自治体にとっても社会的課題の解決は望ましいことであり、社会的企業
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によって効率的、効果的に社会的課題を解決できるのであれば、政府や地方自治体が社会的企業

からの提案を採用し、制度や事業を整える可能性はあります。

こうしたことから、社会的企業は自らのソーシャルビジネスの社会的価値、すなわち解決して

いる社会的課題の社会性や公益性に対して市民や組織から共感や支援を得られるよう、社会へプ

ロモーションする戦略も重要です。市民や組織が社会的企業の社会的課題の解決へ共感し、支援

したいという気持ちになれば、寄付をしたり、経営資源を提供したり、社会的企業に代わって社

会的課題の解決成果を他者へ周知したりしてくれます。そのため、社会的企業は外部の市民や組

織を支援者へ変えていく協調戦略と、社会的課題解決により新たな社会的価値を創出する社会革

新戦略をも重視します。

また、企業が既に行なっている事業過程に社会的課題の解決を組み込み、ソーシャルビジネス

化することも可能です。例えば、企業が法定雇用率以上に多くの障がい者を雇用、積極的に活用

することでSDGsの８番目の目標「働きがいも生きがいも」へ貢献し、ソーシャルビジネス化し

ている企業も多くあります。企業が基盤となる事業を持ち、その事業へ社会性を組み込むこと

は、未知の社会的課題の解決と比較して、持続可能なソーシャルビジネスを確立しやすい組織革

新の戦略です。

それでは、次項において参考になりそうな中小規模のソーシャルビジネスの事例を紹介します。

４ ソーシャルビジネスの事例

（１）NPO法人地域生活支援ネットワークサロン（北海道）

障がい者をはじめとして生きづらさを抱えた人達を支援し、より生活しやすい環境づくりのた

めの多様な事業を展開しているのが、釧路市にあるNPO法人地域生活支援ネットワークサロンで

す。地域生活支援ネットワークサロンは利益追求を目的とするのではなく、誰もが主体的に生き

生きと生活できる地域に変革していくことを使命として、先駆的な福祉事業を行なうNPO法人と

して全国でも知られた社会的企業です。地域生活支援ネットワークサロンは、障がいを抱えた児

童の親の会で出会った市民らが釧路市役所から補助金を受けて、障がい児童のための諸活動を行

なうため、２０００年に設立したNPO法人です。その後、地域社会のニーズに応え、障がい者を支援

する様々な福祉サービスを展開し、３．３億円（２０２１年度）の収入を得ています。

地域生活支援ネットワークサロンは独力での解決困難な個人的課題を発見し、その課題解決を

自社の財源による自主事業として開始します。その後、同様な個人的課題を持つ市民のために解

決法を提供し、利用者の増加により社会的影響力を拡大することで、地方自治体等からの事業を

受託したり補助金を得たりして安定した収入を得られるようにします。こうした戦略により地域

生活支援ネットワークサロンは課題を抱えた個人の受益者負担をあまりかけず、一方で組織とし
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ての持続可能な経営を実現しています。

（２）日本ポリグル株式会社（大阪府）

SDGsの中に「安全な水とトイレを世界中に」という目標があります。水資源が十分ではな

く、経済的に貧しい国では安全な水を飲むことも難しいことが多々あります。汚水という社会的

課題をポリグルタミン酸で浄化する解決法をビジネス化したのが、日本ポリグル株式会社の創業

者である小田兼利会長です。阪神淡路大震災直後、給水車に並ぶ被災者を見た小田会長は、汚い

池の水を飲めたら良いのに、という思いからポリグルタミン酸を使った水の浄化剤開発に成功

し、２００２年に日本ポリグルを設立しました。水道事業を行なっている地方自治体を中心に売り込

んだものの、無名の中小企業ゆえか、取引をできませんでした。

２００４年にタイ政府からの支援要請を受け、日本ポリグルが水の浄化剤を提供した実績を買わ

れ、バングラデシュの台風被災地へも水の浄化剤を提供しました。それが転機になって、日本ポ

リグルはバングラデシュで水の浄化剤を現地の代理人を介してその地域の住民へ販売し、汚水を

安全な水へ変えるソーシャルビジネスを成功させました。日本ポリグルは現在では世界８０か国で

水の浄化剤を販売しています。小田会長は中小企業こそ競争の厳しい日本を含む先進国市場では

なく、経済的に貧しい国の社会的課題に目を向け、それを解決することで稼ぐことができると

語っていらっしゃいました。

（３）NPO法人北海道グリーンファンド・株式会社市民風力発電（北海道）

単独の社会的企業ではなく、グループを形成して成功したソーシャルビジネスが北海道グリー

ンファンドと市民風力発電の社会的企業グループです。１９８６年、旧ソ連ウクライナ共和国のチェ

ルノブイリ原子力発電所が事故を起こし、近隣地域の多くの住民が強制移住させられる悲惨な結

果になりました。この原発事故により放射能が拡散され、日本も影響を受けたことから反原発運

動が北海道でも起こりました。その反原発運動を行なっていた市民が中心になり、原子力発電へ

反対するだけではなく、脱原発のため再生可能エネルギーを普及しようと、NPO法人北海道グ

リーンファンドを１９９９年に設立しました。北海道グリーンファンドは寄付や補助金を獲得し、市

民出資による風力発電所建設の事業を社会へ周知し、再生可能エネルギーを啓蒙する活動を行

なっています。北海道グリーンファンドは再生可能エネルギーを推進する市民活動を中心に行う

ため、風力発電所の開発や運営の業務を行うことが難しい組織でした。そこで北海道グリーン

ファンドと関係者が出資し、風力発電所の計画、建設の施工管理、風力発電所の運営管理のた

め、株式会社市民風力発電を２００１年に設立しました。

市民風力発電は２０２２年３月時点で２８か所、５５基の風力発電所を開発しています。風力発電所を
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建設するにあたって、市民風力発電はその地域に特定目的会社（SPC）を作り、特定目的会社が

市民からの出資を得るプロジェクト・ファイナンスのスキームを活用し、市民風力発電が抱える

リスクを低減し、多くの風力発電所を建設しています。その結果、市民風力発電は風力発電所の

計画策定、開発行為、資金調達支援、施工管理、施設管理、運営管理を行ない、売上高は１４億円

弱に達しています。市民風力発電の利益の一部は株主配当として北海道グリーンファンドへ支払

われます。市民風力発電代表取締役の鈴木亨社長は現在、北海道グリーンファンド代表理事を兼

任し、北海道グリーンファンドは市民風力発電からの配当収入も使いながら、再生可能エネル

ギーの推進活動を行っています。

５ 今後のソーシャルビジネスの行方

日本経済新聞電子版は２０２２年１２月１６日、政府が２０２３年度中に休眠預金を公益性のあるスタート

アップの起業や育成へ活用できるようにする、と報道しています（注８）。休眠預金とは銀行口

座の入出金等の最終取引日から１０年間経過した口座にある預金を言います。金融庁の発表によれ

ば２０１５年度から３年間、休眠預金の発生額から払戻額を差し引いた金額は年間６００億円程度発生

していました。そこで休眠預金を有効活用するため、国は「民間公益活動を促進するための休眠

預金等に係る資金の活用に関する法律」を制定、２０１８年に施行しました。休眠預金を原資とした

資金は、①子ども及び若者の支援活動、②日常生活または社会生活で困難を有する者の支援活

動、③地域社会における活力の低下や社会的に困難な状況にある地域の支援活動、へ助成、貸付

け、出資できると法に定めています。

前述の日本経済新聞電子版の記事によれば、現在、休眠預金を活用した資金支援が助成に限定

しているのを、２０２３年度には貸付けや出資による資金支援も実施することを決定したとのことで

す。年間６００億円もの休眠預金からの資金を全額ではないかもしれませんが、貸付けや出資と

いった資金支援へ利用することで、ソーシャルビジネスの拡大や社会的企業の成長を実現できる

期待を筆者は持っています。

日本社会では人口減少が加速しており、日本社会のみを対象としたビジネスは縮小せざるを得

なくなる可能性があります。一方で日本社会において人口減少を含む多様な社会的課題が生じて

います。社会的課題を放置すれば負の効果が生じるので、政府や地方自治体が税金等を原資にし

て社会的課題を解決する方法を採ってきましたが、政府や地方自治体の財政状況からこうした解

決法の限界が見えています。多様な社会的課題を社会的企業がビジネスで解決できるのであれ

ば、社会的課題はビジネスチャンスになります。多くの企業がソーシャルビジネスに目を向け、

取り組むことで、社会的課題の解決によるより良い社会への発展と、経営の発展の成果を共に得

られるものと筆者は考えます。
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２３年３月号

注１ 内閣官房（２０２２年）「スタートアップ育成５か年計画（案）」からの紹介。

https : //www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai13/shiryou1.pdf（２０２３年１月２２

日時点）

注２ マイケル E. ポーターとマーク R. クラマー（２０１１年）「共通価値の戦略」ダイヤモンド・

ハーバード・ビジネス・レビュー２０１１年６月号、ダイヤモンド社の論旨説明。

注３ 社会的企業は、社会課題をビジネスの手法で解決する事業組織全般を意味し、法人形態も

株式会社、合同会社、一般社団法人、NPO法人など営利組織も非営利組織も含む。

注４ 経済産業省（２００８年）『ソーシャルビジネス研究会報告書』での定義や特性の説明。

https : //www.meti.go.jp/policy/local_economy/sbcb/sbkenkyukai/sbkenkyukaihoukokusho.pdf

（２０２３年１月１５日時点）

注５ 消費者庁（２０２０年）『「倫理的消費（エシカル消費）」に関する消費者意識調査報告書』（消費

者庁の委託調査機関：インテージリサーチ）からの紹介。

https : //www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/ethical/investigation/

assets/consumer_education_cms202_200805_01.pdf（２０２３年１月２２日時点）

注６ 内閣府（２０１５年）『我が国における社会的企業の活動規模に関する調査』（委託調査機関：三

菱UFJリサーチ＆コンサルティング）からの紹介。

https : //www5.cao.go.jp/kyumin_yokin/shingikai/sanko/shiryou_3_3.pdf（２０２３年１月２２日時点）

注７ 電通（２０２２）「第５回SDGsに関する生活者調査」からの紹介。

https : //www.dentsu.co.jp/news/item-cms/2022016-0427.pdf（２０２３年１月２８日時点）

注８ 日本経済新聞電子版２０２２年１２月１６日１７時３９分の記事の紹介。

https : //www.nikkei.com/article/DGXZQOUA091S00Z00C22A8000000/（２０２３年１月１５日時

点）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年１０～１２月 ８６．３ △４．２ ９４．９ ０．２ ８６．８ △５．０ ９２．４ ０．２ ８９．１ ０．９ ９９．９ ２．０
２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０

４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３
７～９月 ８６．０ △１．７ ９８．５ ５．８ ８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ ８６．８ △１．７ １０３．８ ４．２
１０～１２月 p８４．１ △２．２ ９５．５ △３．０ p８４．４ △１．３ ９３．２ △２．７ p８７．７ １．０ １０３．２ △０．６

２０２１年 １２月 ８５．８ △０．３ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．２ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１
２０２２年 １月 ８８．５ ３．１ ９４．３ △２．４ ８９．０ ３．７ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７

２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．４ △１．８ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７
９月 ８５．６ △０．８ ９８．５ △１．７ ８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ ８６．８ ０．１ １０３．８ ２．９
１０月 ８６．９ １．５ ９５．３ △３．２ ８８．２ ２．２ ９３．５ △１．７ ８６．８ ０．０ １０３．３ △０．５
１１月 r ８３．２ △４．３ ９５．５ ０．２ r ８２．６ △６．３ ９３．４ △０．１ r ８８．０ １．４ １０３．６ ０．３
１２月 p８２．１ △１．３ ９５．８ ０．３ p８２．５ △０．１ ９２．６ △０．９ p８７．７ △０．３ １０３．２ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２
２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７

４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８６ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２７ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７８４ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８４４ ０．４
１０～１２月 ２７６，１８５ ３．９ ５７，１８２ ４．０ ５０，７０２ ７．６ １６，６８３ ５．８ ２２５，４８３ ３．１ ４０，４９９ ３．３

２０２１年 １２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９
２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３

２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，３０４ ４．８ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８８ ０．５
１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８
１１月 ８４，２４８ ２．８ １７，５９０ ３．０ １４，８６９ ４．０ ５，１７７ ４．１ ６９，３７９ ２．５ １２，４１３ ２．６
１２月 １０８，６７４ ４．９ ２２，２６６ ４．１ ２１，２３３ ９．１ ６，７７６ ３．７ ８７，４４１ ３．９ １５，４９０ ４．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年３月号

ｏ．３１８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７～０２９　主要経済指標  2023.02.16 19.26.39  Page 27 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９
２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９

４～６月 ３６，８３２ ６．０ １１，２０９ ０．５ ７１，１７４ ０．９ １８，８５１ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９８ △２．１
７～９月 ３６，００７△８．８ １１，６８８ ０．２ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１
１０～１２月 ３７，４６９△２．４ １１，９５０ １．１ ７４，０９６ ６．３ ２０，１３５ ８．４ ３７，６１９ ２．８ ８，９１５ １．２

２０２１年 １２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３
２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６

２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，７０７ ０．２ ３，９２７ ３．５ ２３，９１３ △２．１ ６，３７８ ３．４ １２，０８２ △７．８ ２，８１１ △０．７
７月 １２，９６７△１１．８ ４，２７６△３．３ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９９９△１３．２ ３，６３５△１．７ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４５０ ６．１ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７
１１月 １１，３７６△３．９ ３，５８９ ０．３ ２４，７０７ ７．４ ６，３７３ ７．９ １１，１８２ △０．１ ２，６７３ △１．３
１２月 １４，４２５△２．０ ４，８４５ ２．５ ２５，５４４ ７．２ ７，３１２ １１．１ １４，５５０ ５．３ ３，３９６ ２．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０
２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０

４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３
１０～１２月 １５４，６６９ ７．３ ３１，９１６ ６．０ ３１９，６７２ １７．２ ３０４，０２２ ４．１ ２，９４５ ３７．６ p １３０ －

２０２１年 １２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０
２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０

２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ ２ －
１１月 ４９，０６９ ７．４ １０，３２４ ７．９ ３２６，４４４ ２１．９ ２８５，９４７ ３．２ ９１８ ３３．０ ２３ －
１２月 ５４，１２２ ６．２ １１，０１４ ３．９ ３３７，３２７ ９．１ ３２８，１１４ ３．４ ９８３ ２０．４ p １０５ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年３月号

ｏ．３１８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７～０２９　主要経済指標  2023.02.21 16.33.36  Page 28 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６
２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７

４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６
１０～１２月 ６５，４６１ △７．４ ２３，８０２ △５．４ １．１７ １．２７ ３１，３２８ ７．１ ７７９，００２ ７．０ － ２．４

２０２１年 １２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ３．０ ２．５
２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７

２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７
１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ － ２．６
１１月 １９，９２１ △７．６ ６，９６１ △７．６ １．１９ １．２７ ３０，２０１ ５．２ ７６７，６４１ ８．０ － ２．４
１２月 ８，６８２ △２８．８ ６，２８３ △８．４ １．１７ １．３１ ２８，７６６ ６．１ ７３７，７６２ ５．４ － ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２
２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１

４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７
１０～１２月 １０４．９ ４．４ １０３．８ ３．８ ５０ ４７．１ １，７８３ １５．９ １４１．４６ ２６，０９５

２０２１年 １２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２
２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２

２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７
１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７
１１月 １０５．２ ４．５ １０３．８ ３．７ １４ △６．７ ５８１ １３．９ １４２．４４ ２７，９６９
１２月 １０５．２ ４．５ １０４．１ ４．０ １６ １２８．６ ６０６ ２０．２ １３４．９３ ２６，０９５

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●２０２３年 道内企業の年間業況見通し

●経営のアドバイス
ソーシャルビジネスで企業も社会も元気にする
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